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第２章 若者や女性に魅力ある地域となるために 

 

2025 年の国勢調査によれば、全国 1719 市町村中、９割以上の 1558 市町村で人口が減少し、10％

以上の大幅減となった市町村は全体の 27.7％と前回 2020 年調査から倍増した。こうした中、神

奈川県、埼玉県、千葉県も人口減に転じたが、東京都の人口は増加を続けており、東京一極集中

の流れは続いている。 

地域における人口変動の背景には、出生数・死亡者数の増減による自然増減要因と人口転入・

転出による社会増減要因があるが、本章では、人口転入・転出による社会増減要因に着目し、各

種データを用いて、特に若者や女性の人口移動の実態を整理するとともに、その背景や地域経済

への影響について考察していく。そして、最後に本章のまとめとして、若者や女性に魅力ある地

域となるための課題を整理したい。 

 

１．人口減少（自然減・社会減）をめぐる最近の動向 

まず、本節では各地域における人口転入・転出の現状、そして、地方圏から都市圏へ若者や女

性が転出している背景を整理する。 

 

（１）地域における人口増減の現状 

（南関東以外の地域では人口減少が進む） 

地域別の人口増減をみると、東京都を含む南関東を除いて全国的に減少傾向が続いており、減

少幅は年を追うごとに拡大している。その増減を自然増減要因と社会増減要因に分けると、2021

～2025年においては、いずれの地域でも自然減の影響が相対的に大きく、南関東以外の地域では、

これに社会減が加わり人口減少に拍車をかける形となっている。一方、南関東においても自然減

要因は大きいが、その他地域からの転入による社会増がこれを打ち消す形となっている。次に、

男女別に社会増減の動向をみると、三大都市圏5を含む南関東、近畿、東海において、南関東では

男性に比べて女性の転入超過が大きい状況が続いている。近畿では男性の転出超過が継続してい

るものの、女性をみると 2021～2025 年においては若干だが転入超過となっている。東海では女性

の転出超過が続いているが、2021～2025 年は若干ではあるが男性よりも転出超過が小さいという

状況にある。一方で、それ以外の地域では女性の転出超過が男性の転出超過を上回っている（図

表２－１）。このように、地方圏から都市圏である南関東や近畿へ女性が多く転出している状況に

あるが、これにより地方圏では男女別人口の不均衡が拡大し、その結果、未婚化・少子化がさら

に進行する可能性がある。 

 

 

 
5 本レポートでは、東京圏、大阪圏、名古屋圏を以下の都道府県で構成される都市圏とする。また、これらをまと

めて三大都市圏とし、これら都市圏以外を地方圏とする。 

東京圏（南関東と一致） 埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県 

大阪圏 大阪府・京都府・兵庫県・奈良県 

名古屋圏 愛知県・岐阜県・三重県 
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図表２－１：人口増減の要因（自然増減＋社会増減） 

 

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態調査」により作成。 

    ２．厚生労働省「人口動態調査」は、2021～2024 年は確定数、2025 年は概数。 

３. 2011～2015 年、2016～2020 年、2021～2025 年の平均値。 

 

（多くの地域で進学・就職時の年代で転出超過） 

以下では、本章の主眼である地域間の人口転入出の動向について現状とその背景を確認する。

南関東では男女ともに人口転入超過が続いていることから、南関東以外の地域について年齢階層

別で人口転入出の状況をみてみよう。2021～2025 年にかけての年齢階層別の転入出の状況を確認

すると、多くの地域で 10 代後半から 20 代前半を中心とした若年層の転出超過が大きいことが分

かる。ただし、近畿は、15～19 歳では男女ともに転入超過、また、20～24 歳では女性は若干なが

らも転入超過となっており、他地域とは異なる動きとなっている（図表２－２）。 
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図表２－２：地域における人口転入出の年齢階層別構造（2021～2025 年・南関東除く） 

 

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」により作成。 

２．2021～2025 年の合計。転入超過の大きい南関東を除く。 

 

（２）都市圏に転出する若者や女性 

（大学進学時に転出する若年層） 

次に、若者が転出する背景をみていく。まず、各都道府県の高校を卒業した学生がどの程度県

外の大学に進学しているかをみると、多くの都道府県において、卒業した高校が立地する都道府

県内の大学よりも、県外の大学への進学者の方が多い状況にある。言い換えれば、大学進学を機

に多くの若者が東京都や京都府といった大学が多く立地する都道府県へ転出しているとみられる。

また、男女別にみれば、特に北海道や東北、北陸、四国では男性に比べて女性の県外大学進学率

の方が高くなっている （図表２－３）。このように、高校卒業後の大学への進学が、女性を含めた

若年層の都市圏への転出の主要な契機となっていることがうかがえる。 

 

図表２－３：大学進学時における県外への転出入率（2021～2025 年度） 

 

（備考）１．文部科学省「学校基本調査」により作成。 

２．転出入率は、男女それぞれの「（当該都道府県を所在地とする大学への入学者数－当該都道府県を所在地とする

高校の大学進学者数）／当該都道府県を所在地とする高校の大学進学者数」により算出。 
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（就職時にも転出、Ｕターン希望者は減少） 

続いて、大学卒業後の就職先についてどの地域に就職したか、その動向をみると、南関東では

９割近く、東海で８割近くの学生が、卒業した大学キャンパス所在地で就職している。一方、東

北、北関東、中国地方、四国では、大学キャンパス所在地以外の南関東や近畿といった近隣の都

市圏を含む地域への就職割合も高いことが分かる。また、大学キャンパス所在地が東海や近畿の

学生でも南関東で就職する者は１～２割存在している。このように、地方圏から都市圏へ、都市

圏から他の都市圏へと、就職先が都市圏に集中する傾向がうかがえ、進学時と同様に、就職時に

も都市圏へ若者が転出する動きがみられる（図表２－４）。 

 

図表２－４：大学キャンパス所在地別の就職先分布 

 
（備考）１．リクルート就職みらい研究所「大学生の地域間移動に関するレポート」（2023～2025）を加工して作成。 

２．沖縄県は九州に含まれ、それ以外の地域は本レポートの地域区分と同じ。 

 

また、地元都道府県外の大学に進学した地方圏出身の学生が地元へのＵターン就職を希望する

割合を確認すると、コロナ禍を除き、概ね 50％程度で推移していたが、近年、特に 2026～2027 年

卒は４割程度に低下している （図表２－５）。いったん地元を離れ、都市圏で学び、技術を身につ

けた若者が、Ｕターン就職という形で再び地元で活躍できれば、本人にとっても地域経済にとっ

てもその恩恵は大きい。地域における魅力ある職場づくりは重要な課題である。 

 

図表２－５：Ｕターン・地元就職を希望する新卒者（地元外進学者）の割合の推移 

 

（備考）１．マイナビ「Ｕターン・地元就職に関する調査」（2016～2027 年卒）により作成。 

２．卒業高校所在都道府県別に、各年卒の大学生・大学院生のうち、地元外進学者（現在在籍する大学等の所在都道

府県が卒業高校所在都道府県と一致しない者）の回答割合を示したもの。 

３．三大都市圏を除く。なお、マイナビが文部科学省の学校基本調査を基にウエイトバック集計を行い公表している

数値を、内閣府が当該地域の値を機械的に差し引くことで作成している。 
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（３）進学・就職時における転出の背景 

（進学希望を満たすため、若者や女性が都市圏の大学に進学） 

本節の最後に、大学進学や就職を契機として転出が起きる背景を確認する。 

大学進学を考えている学生に対して、進学先選択の際に重視していることを尋ねると、 「学びたい、

興味のある学部や学科がある」がトップに挙がり、 「就職に有利である」や 「資格取得に有利であ

る」など、就職や自らのスキルアップにつながる点も重視していることが分かる。また、男女別

にみれば、女性の方がそうした点を重視する割合が相対的に高い （図表２－６）。さらに、具体的

にどのような学部が人気なのか、学部別の入学志願者数の推移をみると、男女ともに近年では理

工学部を希望する学生が増加傾向にあることに加えて、特に女性は商学・経済学や法学の希望者

数も増加傾向にあることも特徴である（図表２－７）。このことから、就職や将来のキャリア形成

に直結しやすい専門知識・技能を身につけたいとの意向が高まっていることが伺える。地方圏は

都市圏と比較して大学数が少なく選択肢が限られることから、進学希望を満たすことができず、

多くの学生が都市圏の大学に進学せざるを得ない面もあると考えられる。 

 

図表２－６：進学先（大学）選択の際に重視していること 

 
（備考）１．リクルート進学総研「進学ブランド力調査 2026 調査報告書」により作成。 

２．進学先（大学）選択の際に重視していることを、17 個の選択肢より複数回答する形式。 
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図表２－７：学部別入学志願者数 

（１）男性 （２）女性 

 

（備考）１．文部科学省「学校基本調査」により作成。 

２．本図における人文科学は 「文学」、 「史学」、 「哲学」及び 「その他人文科学」を、理工学は 「数学」、「物理学」「化

学」、「生物学」、「地学」、 「その他理学」、「機械工学」、 「電気通信工学」、 「土木建築工学」、 「応用化学」、 「応用理

学」、 「原子力工学」、 「鉱山学」、 「金属工学」、 「繊維工学」、 「船舶工学」、 「航空工学」、 「経営工学」、 「工芸学」及

び「その他工学」を指す。 

 

（志望や雇用環境を背景に都市圏での就職を選択する傾向がある） 

次に、就職を契機とした人口移動の背景として、就職先の選択時にどのような点が重視されて

いるのかをみてみる。大学及び大学院の卒業予定者の職業選択においては、「安定している会社」

を重視する割合が男女ともに最も高く、「給料の良い会社」や「自分のやりたい仕事 （職種）がで

きる会社」も重視されている。女性は、「自分のやりたい仕事」や「福利厚生の良い会社」を重視

する割合が男性に比べて高い（図表２－８）。また、地元就職を希望しない理由としては、「志望

する企業がない」が最も多く、 「志望する職種がない」、あるいは「希望するキャリアを築けない」

といった、学生の希望するキャリア形成と地元企業が提供する仕事内容とのミスマッチに関する

理由が挙げられている（図表２－９）。 

 

図表２－８：企業選択の際に重視していること 

 

（備考）１．マイナビ「2027 年卒大学生就職意識調査」により作成。 

２．マイナビが文部科学省の学校基本調査を基にウエイトバック集計を行い公表している数値を、内閣府が、文系男

子と理系男子、文系女子と理系女子をそれぞれ機械的に合計することで男女別の数値として作成している。 

３．企業選択の際に重視していることを、20 個の選択肢より最大２つ回答する形式。 
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図表２－９：地元就職を希望しない理由

 

（備考）１．マイナビ「2027 年卒大学生Ｕターン・地元就職に関する調査」により作成。  

２．地元の定義は回答者自身が地元と考える都道府県。  

３．地元就職を希望しない理由を、19 個の選択肢より複数回答する形式。 

 

学生が就職先に対して以上のような希望を持つ中で、三大都市圏は、企業の本社機能が集積す

るなどキャリア形成に関する選択肢が多く、学生が求める安定性や給料の良さという点にも合致

する雇用環境が整っているとみられる （図表２－10）。また、学生の就職先希望業種をみると、男

子学生全般や理系女子学生でソフトウェア・情報処理・ネット関連、文系学生全般で銀行・証券

の人気が高いが、主要業種の地域比率（付加価値ベース）を確認すると、ソフトウェア・情報処

理・ネット関連の業種が含まれる情報通信業や、銀行・証券といった業種が含まれる金融・保険

業は、南関東・東海・近畿合計で全国の約７～８割を占めている状況にある（図表２－11、図表

２－12）。さらに、研究職やエンジニア職などの有業者に占める 「技術者」の割合をみると、都市

圏においてその割合が高い傾向がみられ、高度な専門性を活かしやすい就職機会が都市圏に偏在

していることがわかる （図表２－13）。このように、都市圏は、幅広く多様な業種が集積している

ため学生時代に培ったスキルを活かす機会も豊富であり、自分の希望や目標を実現しやすい環境

が整っていることが、都市圏を就職先に選択するインセンティブを強めているとみられる。 

 

図表２－10：企業本社の立地数の地域差 

 
（備考）経済産業省「2025 年企業活動基本調査確報（2024 年度実績）」により作成。 
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図表２－11：学生の就職先希望業種 

 
（備考）１．マイナビ「大学生就職意識調査」（2025～2027 年卒）により作成。 

２．現時点で最も志望度の高い業種を、48 個の選択肢より１つ回答する形式。 

 

図表２－12：主要業種の地域比率（付加価値ベース）（2022 年度） 

 

（備考）１．内閣府「県民経済計算」により作成。 

２．各業種における総生産の地域ごとの割合。 

 

図表２－13：高度専門職（技術者）の地域差 

 

（備考）１．総務省「令和４年就業構造基本調査」により作成。 

２．有業者数に占める技術者（情報処理技術者、農林水産・食品技術者、電気・電子・電気通信技術者、機械技術者、

輸送用機器技術者、金属技術者、化学技術者、建築技術者、土木・測量技術者）の割合。 

2027年卒

1 銀行・証券 10.1% 1 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 18.6% 1 食品 10.4% 1 食品 30.5%

2 食品 7.8% 2 機械 9.9% 2 官公庁・公社・団体 6.5% 2 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 8.1%

3 官公庁・公社・団体 6.1% 3 食品 7.8% 3 銀行・証券 6.3% 3 薬品・化粧品 8.0%

4 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 5.2% 4 電子・電気・OA機器 7.6% 4 ホテル・旅行 5.8% 4 医療機関・調剤薬局 5.1%

5 スポーツ・玩具・ゲーム製品 5.1% 5 建設・設備関連 5.4% 5 鉄道・航空 4.5% 5 化学・石油 4.9%

2026年卒

1 銀行・証券 10.4% 1 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 18.6% 1 食品 10.1% 1 食品 27.8%

2 食品 8.0% 2 機械 9.6% 2 銀行・証券 6.6% 2 医療機関・調剤薬局 10.0%

3 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 5.7% 3 電子・電気・OA機器 8.6% 3 ホテル・旅行 6.1% 2 薬品・化粧品 10.0%

3 官公庁・公社・団体 5.7% 4 建設・設備関連 7.2% 4 官公庁・公社・団体 5.6% 3 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 7.2%

4 スポーツ・玩具・ゲーム製品 5.0% 5 食品 6.9% 5 鉄道・航空 4.6% 4 建設・設備関連 4.9%

2025年卒

1 銀行・証券 10.0% 1 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 17.3% 1 食品 10.9% 1 食品 28.9%

2 食品 9.5% 2 機械 9.1% 2 ホテル・旅行 6.5% 2 医療機関・調剤薬局 11.1%

3 スポーツ・玩具・ゲーム製品 5.6% 3 電子・電気・OA機器 8.7% 3 銀行・証券 6.0% 3 薬品・化粧品 9.1%

4 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 5.1% 4 食品 8.0% 4 官公庁・公社・団体 5.0% 4 ソフトウエア・情報処理・ネット関連 7.5%

5 商社 5.0% 5 建設・設備関連 7.9% 5 住宅・インテリア 4.8% 5 建設・設備関連 4.7%
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２．若者や女性の転出が地域経済に与える影響 

若者や女性の転出に伴う人口減少は、様々な経路を通じて、地域経済の潜在成長力を低下させ

る要因となるが、本節では、具体的に生じている影響、あるいは、今後生じうる影響について考

察する。 

 

（１）労働力の不足 

（南関東、東海、近畿を除き、製造業・農林漁業や中小・小規模企業で人手不足が深刻化） 

まず、地域別・業種別の有効求人倍率を確認すると、南関東、東海、近畿といった三大都市圏

を含む地域とその他の地域で違いがみられる（図表２－14）。特に製造業、農林漁業は地方圏にお

いて高い傾向がみられ、またいずれの業種でも北海道、北陸、中国地方、四国、九州で高くなっ

ている。日本全体として現状でも人手不足が生じている中、地方圏ではさらに人口転出が進むこ

とで、生産者・従事者の確保は一層困難となることが予想される。とりわけ、地域経済を支える

製造業や農林漁業への影響は、その波及効果も含めて地域の経済社会全体に影響を及ぼすおそれ

がある。 

 

図表２－14：業種別有効求人倍率（2021～2025 年度平均） 

（１）全産業 （２）非製造業 

    

（３）製造業 （４）農林漁業 

   
（備考）１．厚生労働省「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」により作成。パート除く常用労働者。 

２．本図における製造業は「生産工程の職業」及び「生産工程従事者」、農林漁業は「農林漁業の職業」及び「農林漁

業従事者」、非製造業は農林漁業及び製造業を除いた全業種を指す。 

 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

北
海
道

東
北

北
関
東

南
関
東

甲
信
越

東
海

北
陸

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

（倍）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

北
海
道

東
北

北
関
東

南
関
東

甲
信
越

東
海

北
陸

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

（倍）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

北
海
道

東
北

北
関
東

南
関
東

甲
信
越

東
海

北
陸

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

（倍）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

北
海
道

東
北

北
関
東

南
関
東

甲
信
越

東
海

北
陸

近
畿

中
国

四
国

九
州

沖
縄

（倍）



38 

 

また、各地域における企業規模別の求人数の割合をみると、南関東、東海、近畿以外の地域で

は、従業員数が 99 人以下の規模が小さな企業からの求人が多いことから、地方圏では相対的に中

小・小規模企業において労働需要が強いことが分かる （図表２－15）。人口転出が進めば、こうし

た地場産業を支える中小・小規模企業による人材の確保が困難となり、地域経済の成長力低下に

つながる可能性がある。 

 

図表２－15：企業規模別求人数割合（2021～2025 年度積み上げ） 

 
（備考）１．厚生労働省提供データにより作成。パートタイム含む常用労働者。 

２．企業規模別に 2021～2025 年度の求人数を積み上げ、その割合を算出している。 

 

（建設・物流の人手不足倒産が増加しており、地域の発展を阻害） 

次に、地域別の人手不足による倒産件数をみると、コロナ禍後、全国的にその件数は増加して

いるが、地域別では三大都市圏に比べて地方圏で人手不足倒産の割合が高く、特に、甲信越、北

関東、中国地方といった地域においてその割合が高まっている （図表２－16）。業種別では、建設

業や物流業において人手不足を理由とする倒産が多い （図表２－17）。建設業や物流業は、各地域

の開発だけでなく、暮らしや経済活動全般を支えるのに不可欠な産業である。担い手不足により

こうした不可欠な産業が縮小するようなことになれば、地域経済そのものの発展が阻害される可

能性がある。ＡＩやドローン等のテクノロジーの活用を始めとする省人化への投資は地方におい

てこそ喫緊の課題といえよう。 

 

図表２－16：倒産件数全体に占める人手不足倒産件数の割合 

 
（備考）１．帝国データバンク提供データにより作成。 

２．各年の地域別人手不足倒産件数を各年の地域別倒産件数全体で除した割合。 
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図表２－17：人手不足倒産の業種内訳（全国） 

 
（備考）2022 年は帝国データバンク「全国企業倒産集計」、2023～2025 年は帝国データバンク「人手不足倒産の動向調査」によ

り作成。 

 

（２）住民生活を支えるサービスへの影響 

（人口の少ない自治体では住民生活を支えるサービスの維持が困難に） 

人口規模が縮小すると提供できるサービスも縮小せざるを得ない。自治体の人口規模別のサー

ビス存在割合を確認すると、人口規模１万人未満の自治体のうち、飲食料品小売、一般診療所、

特別養護老人ホームといったサービスは半分以上の自治体で存在する。一方で、高等学校、病院、

有料老人ホーム、介護老人保健施設が存在する自治体の割合は約３割以下となっている（図表２

－18）。特に、病院や介護老人保健施設といった人手を多く要するサービスが存在する自治体の割

合が低い状況にある。現状１万人未満の自治体は全国の自治体のうち約３割を占めているが、人

口規模の小さな自治体ほど、行政サービスをはじめとして住民の生活を支えるサービスの維持が

難しくなる状況にある。人口減少が進行する中、自治体規模によらず持続可能な形で住民生活を

支えていくためには、地域の枠を越えたサービス提供体制の構築や広域連携といった工夫が今後

一層重要となる。 

 

図表２－18：自治体人口規模別各種サービスの存在割合 

 

（備考）１．総務省「住民基本台帳」、総務省・経済産業省「経済センサス」、文部科学省「学校基本調査」により作成。 

２．北方領土の村は人口が０人となっており、他の自治体との比較が適当でないことから、対象から除外した。 

３．本図における「銀行」は普通銀行、郵便貯金銀行及び信託銀行を、「病院」は 20 人以上の患者を入院させるための

施設を有して医師又は歯科医師が医業を行う事業所を、「一般診療所」は 19 人以下の患者を入院させるための施設

を有して医師が医業を行う事業所及び患者を入院させるための施設を有しないで又は往診のみによって医師が医

業を行う事業を指す。 
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20,000人未満 47.6% 46.9% 58.0% 98.8% 30.5% 75.5% 51.0% 34.5% 36.7% 81.3%

50,000人未満 70.5% 61.6% 71.0% 99.2% 49.3% 83.5% 66.1% 51.3% 51.6% 87.2%

全体 100.0% 72.8% 79.6% 99.4% 63.8% 88.3% 76.1% 65.2% 65.0% 91.0%

人口規模
自治体割合
（2025年）

設置割合
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（サービス提供体制の在り方を住民等も交えて検討・構築することが重要） 

最新の将来人口推計によれば、今後も多くの市町村で人口減少が続くと推計されている。現状

の 1719 市町村の区分に基づき、2050 年における人口規模別の自治体の数を確認すると、１万人

未満の自治体割合は 2025 年の 31.2％から 2050 年には 42.6％へ上昇すると予測されている。住民

生活を支えるサービスを維持していく上で人口流出対策や人口増加に向けた取組は重要であるが、

全国的な人口減少の予測を前提とすれば、これだけでは十分な解決策とはなりえない。このため、

各地域における将来のサービス提供体制の在り方を住民等も交えて検討し、地域間連携を含めた

協力体制を今から構築していくことが重要となろう。 

 

図表２－19：2025 年と 2050 年の人口規模別市町村割合の比較 

 
（備考）総務省「住民基本台帳」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」により作成。 

 

人口規模 2025年
2050年

（予想）

500人未満 0.7% 2.1%

1,000人未満 2.1% 5.7%

3,000人未満 10.4% 18.2%

5,000人未満 17.3% 27.9%

10,000人未満 31.2% 42.6%

20,000人未満 47.6% 56.6%

50,000人未満 70.5% 76.2%

全体 100.0% 100.0%
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３．若者や女性に魅力ある地域となるために 

進学・就職はライフステージにおける重要なイベントであるとともに、その後のキャリア形成

の基盤となるものである。必要な知識や技能を習得し希望する進路を実現するために、若年層は

地元にこだわらず進学先や就職先を選択する傾向があるのは当然であろう。その一方で、人口の

転出超過は地域経済の担い手の減少や潜在成長力の低下につながり、住民生活を支える各種サー

ビスの維持・提供が困難となるという面があることも考慮しなければならない。こうした流れを

断ち切るためには、若年層が地方においてもそれぞれのキャリア形成に必要な知識や技能を習得

できる環境を整備するとともに、働きがいややりがいを感じながら安定した生活を送ることがで

きる地域づくりに取り組むことが重要となる。 

本節では、各地域で実際に実施されている取組を紹介しながら、若者や女性に魅力ある地域と

なるために解決すべき課題を論じたい。 

 

（１）産業の育成・発展と若者の転入・定着 

（産業クラスターの形成が若年層の呼び込み・定着を促す） 

若者に魅力ある地域となるためには、安定した仕事、良い給与とともに、高い専門性を有する

スキルを身に付けることができる産業の存在が重要である。例えば、北海道帯広市の南に位置す

る大樹町では、1980 年代より「宇宙版シリコンバレー」を目指した、宇宙産業のクラスター形成

を推進しており、特に 2000 年代以降の宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）との連携協力の進展に

伴い、宇宙産業に係る企業・人材の集積が加速している。地域の企業、大学、研究機関等が広域

的なネットワークを築く産業クラスターが形成される中、新たな人材が転入し、人口維持や経済

の発展に貢献している。実際に大樹町における 2000 年以降の若年層の累積人口増減率の推移をみ

ると、特に 2015 年以降、20～29 歳累積人口増減率が若干の増加傾向にあり、北海道全体の同年代

人口の減少が続く中で、若年層の呼び込み・定着に成功していることが分かる（図表２－20）。 

 

図表２－20：大樹町の 20～29 歳累積人口増減率の推移 

 

（備考）１．総務省 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」の各年１月１日現在の住民基本台帳人口（住民票に

記載されている者の数）により作成。 

２．累積人口増減率は、20～29 歳の人口について、2000 年を基準年として、「（当該年人口ー基準年人口）／基準年

人口」により算出。 

 

（積極的な企業誘致や産業集積が若年層の呼び込み・定着を促す） 

積極的な産業誘致の成果として最先端企業の立地が実現し、それを契機に、若者の人口増加に

つながっている事例もみられる。北海道千歳市は、北海道の空の玄関口である新千歳空港が立地
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する地の利を生かしながら、積極的に多くの工場誘致を実現してきた。工場誘致を進めていく中

で、2023 年に次世代半導体の生産を行う Rapidus 株式会社が工場を立地することが決定し、その

後も先端半導体研究開発拠点として、研究所や関連企業の進出によるクラスターが形成された。

それとともに、工場の操業を見越して新たなホテルが市内に進出するなどサービス業も発展する

好循環が生まれている。また、岩手県北上市でも、同様に積極的な工場誘致を進める中で、半導

体業界で国内最大手のキオクシアグループの岩手工場を運営するキオクシア岩手株式会社が2017

年に設立され、2019 年に工場建設が完了し、2020 年から３次元フラッシュメモリの量産が開始さ

れた。同社では約９割の従業員を地元から採用しているが、その平均年齢は 29 歳と若く、若年層

の呼び込み・定着が進んでいる。立地企業数及び 20～29 歳若年層の累積人口増減率をみると、千

歳市・北上市ともに、立地企業数を着実に増加させながら、若年層人口は北海道や岩手県の 20～

29 歳人口が減少を続ける中、特に 2020 年頃以降は横ばいもしくは増加傾向となっている。積極

的な産業誘致の結果、若年層の呼び込み・定着に成功している事例と言える（図表２－21、図表

２－22）。 

 

図表２－21：千歳市、北上市の立地企業数 

（１）千歳市               （２）北上市  

 
（備考）１．（１）は千歳市提供データにより作成。2026 年度は 2026 年７月 14 日時点。 

    ２．（２）は北上市提供データにより作成。 

 

図表２－22：千歳市、北上市の 20～29 歳累積人口増減率の推移 

   
 

（備考）１．総務省 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」の各年１月１日現在の住民基本台帳人口（住民票に

記載されている者の数）により作成。 

２．累積人口増減率は、20～29 歳の人口について、2000 年を基準年として、「（当該年人口ー基準年人口）／基準年

人口」により算出。 
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（地場産業の発展が若年層の呼び込み・定着を促す） 

既存の産業を活用しつつ、新たな価値創出や若年層の人材集積につなげている事例もみられる。

福井県鯖江市は、眼鏡製造を地場産業としており、世界有数の眼鏡産業の集積地6として知られる。

近年では、これまで培われてきた精密加工技術を生かした高付加価値化を進めるとともに、デザ

インやブランド力の強化等を通じて、産業の高度化を進めている。また、地元民間企業と高校・

大学等の連携を通じた人材育成に取り組んでいる点も特徴である。こうした取組を進める中で、

鯖江市の眼鏡出荷額は、コロナ禍に減少する動きがあったものの増加傾向を示している。また、

2000 年以降の若年層の累積人口増減率を確認すると、福井県全体では 20～29 歳人口の減少が続

く一方で、鯖江市の同年代人口は 2015 年頃を境として増加傾向にあり、地場産業の発展とともに

若年層の呼び込み・定着に成功していることが分かる（図表２－23）。 

 

図表２－23：鯖江市の地場産業の発展と若者人口の増減率 

（１）鯖江市の眼鏡出荷額等推移 （２）鯖江市の 20～29 歳累積人口増減率の推移 

  

（備考）１．（１）は、鯖江市「鯖江市統計書」により作成。従業者４人以上の事業所を対象。2015 年はデータが存在しない。

2021 年より福井県工業統計調査から総務省「経済センサス活動調査」へ移行したことに伴い集計方法が変更されて

いることに加え、2021 年以降はコロナ禍による影響が含まれる。 

２．（２）は、総務省 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」の各年１月１日現在の住民基本台帳人口（住

民票に記載されている者の数）により作成。累積人口増減率は、20～29 歳の人口について、2000 年を基準年とし

て、「（当該年人口ー基準年人口）／基準年人口」により算出。 

 

（２）若者や女性に魅力ある地域となるために 

（若者が希望して学べる場所の創出） 

地元に学びの機会が確保されていることは、若者の定着・呼び込みを促進する上で重要である

と同時に、地域の産業の担い手となる人材の育成にもつながり、地域経済の持続的な成長を支え

る観点からも重要である。地方圏における学部・学科の設置状況を確認すると、ＤＸの進展やＡ

Ｉの普及を背景として、地域におけるＤＸ・ＡＩ分野の高度人材を育成することを目的に情報系

学部の設置が進んでいる。また、図表２－７で指摘したとおり、学生の志望学部として男女とも

に理工系学部が人気を高める中で、理工系学部の新設も多く、本節で取り上げたように地場産業

への人材供給と結び付いた設置に加えて、不足している理工系女性研究者を育成するために設置

されているケースもある7 （図表２－24）。こうした地域の産業を担う人材の育成を意識した学部

 
6 鯖江市の「商工業・労働・観光・交通の概要（令和７年度版）」によれば、鯖江市は眼鏡の高品質産地として、

デザイン力とブランド力を持つイタリアと、低コストでの大量生産を得意とする中国とともに、世界的産地の一

角を担っている。 
7 例えば、四国大学（徳島県）のデジタル創生学部では、理工系女性の活躍を支援するため、一部の選抜に「女子

枠」を設けている。 
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の新設が、若者が地元での進学を選択するきっかけとなり、それが地域経済の成長力強化につな

がることが期待される8。 

 

図表２－24：地方圏における大学の学部・学科の新設状況 

 
（備考）１．文部科学省「新設大学等の情報 年度別開設大学等一覧」により作成。既存の学部に学科のみ新設した場合は、

学科名まで記載。 

２．通信教育課程、編入学者定員は除く。 

３．本図における★は主に理工・医療などの理系分野を学ぶ学部、＊は理文を横断して学ぶ学部を指す。 

 

（賃金水準の向上は若者を呼び込む大きなインセンティブに） 

賃金の高さも若者や女性の転入を促す要因となる。例えば、先述の岩手県北上市では半導体産

業をはじめとした様々な企業の誘致を進めており、それに伴って関連産業の人材も域内に集まっ

てきているが、岩手県が公表している県内市町村別の雇用者報酬の動向を確認すると、北上市の

雇用者報酬の水準は岩手県全体や周辺市町村の水準を上回って推移している（図表２－25）。こう

した高い賃金水準も若者を呼び込むインセンティブの一つと考えられ、若者に魅力ある地域とし

て北上市の価値を高めている。 

 

図表２－25：北上市の人口一人当たり雇用者報酬 

 
（備考）１．岩手県「岩手県人口移動報告年報」、「市町村民経済計算」により作成。 

２．雇用者報酬を人口で除して算出。雇用者報酬は年度、人口は各年 10 月１日現在。 

 
8 中央教育審議会答申（令和７年２月「我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）

要旨」）によれば、「文理横断・融合教育」「成長分野を創出・けん引する人材等の育成」「デジタル化の推進（ＡＩ

活用等）」を目指すとあり、文理融合型の学科や、デジタル、グリーン等成長分野の学部新設が方針としてある。 

令和６年度 令和７年度 令和８年度

北海道 北海道 経営学部 地域創造学部
宮城県 看護学部★

リハビリテーション学部★
山形県 国際学部
群馬県 デジタル共創学部★

人間発達学部心理学科

甲信越
新潟県 社会福祉学部（心理健康学科） 医療情報経営学部健康データサイエ

ンス学科＊
石川県 情報工学部★ 　　

総合経済学部
福井県 恐竜学部★
岡山県 国際文化学部 生命科学部医療技術学科★

情報デザイン学部★
広島県 理工学部★
山口県 データサイエンス学部★ 看護学部★

人間健康科学部★
情報科学部★

徳島県 デジタル創生学部★
愛媛県 情報学部★
高知県 健康科学部★
福岡県 スポーツ学部こどもスポーツ教

育学科
こども教育学部 看護学部★

医学部医療検査学科★ 音楽学部
医療学部診療放射線学科★

佐賀県 東アジア地域共創学部
大分県 看護学部★
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（女性が安心して働ける環境整備が重要） 

本章第１節で述べたとおり、男性に比べて女性の都市圏への転出傾向が強い中で、その傾向を

いかにして変えていくかが地方圏において大きな課題となっている。 

 就職活動時の企業研究の際に、学生が何を意識・調査したかについて調べたアンケート調査の

結果をみると、男女とも最も関心が高かった項目は、「残業や休日出勤の実態」、次いで、「柔軟な

働き方の制度（在宅勤務、フレックスタイム制など）」だった（図表２－26）。リモートワーク等

の柔軟な働き方やワークライフバランスなどの「働きやすさ」が重視されており、特に、男子学

生に比べて女子学生はその傾向が強くみられる。さらに、女子学生をみると第４位に「女性の育

児休業の取得率」が挙げられており、希望する企業において女性が安心して働ける環境が整備さ

れているかという点も重要視している。 

 

図表２－26：企業研究の際に意識したり調べたりしたこと 

 
（備考）１．株式会社キャリタス「キャリアプラン・ライフプランに関する調査 －2026 年卒調査－」により作成。 

２．企業研究の際に意識したり、調べたりしたことは、13 の選択肢よりあてはまるものをすべて選択する形式。 

 

一方で、学生が重視する「働きやすさ」に係る企業内制度の利用・実施状況をみると、都市圏

と地方圏で違いがみられる。例えば、育児をしている女性正規社員の育児休業等制度やフレック

ス・時差出勤の利用率をみると、南関東・東海・近畿の三大都市圏を含む地域に比べて、その他

地域では利用率が低い状況にある（図表２－27）。さらに、有業者によるテレワーク実施率をみる

と、南関東の実施率は 30％を超えている一方で、東北、甲信越、四国の実施率は 10％に満たず、

地域間で開きがある（図表２－28）。ＩＴ系技術職、コンサルタントといったテレワークに適した

職種を含む情報通信業、学術研究、専門・技術サービス業が都市部に多いことは否めないが9、こ

れら業種のテレワーク実施率を地域間で比較しても、相対的に東北、甲信越、四国で低い傾向が

みられる10。 

 
9 パーソル総合研究所「テレワークに関する調査（2026 年）」によれば、職種別テレワーク実施率において、1 位

がＩＴ系技術職、２位がコンサルタントとなっている。また、総務省「令和４年就業構造基本調査」によれば、業

種別のテレワーク実施率は、情報通信業が 80％、学術研究、専門・技術サービス業は 50％と全国的にテレワーク

実施率が高い。また、当該業種の就業者の地域分布をみると、全国の情報通信業就業者の 66％、学術研究、専門・

技術サービス業就業者の 44％が南関東に集中している。 
10総務省「令和４年就業構造基本調査」によれば、業種別・地域別のテレワーク実施率をみると、情報通信業では、

南関東 85％、東北 61％、甲信越 58％、四国 57％、学術研究、専門・技術サービス業では、南関東 65％、東北 28％、

甲信越 27％、四国 28％と地域間で開きがみられる。 
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また、女性の働きやすさと人口移動の関係をみると、育児休業等制度やテレワーク実施率と若

い女性の社会増減率には正の相関が確認でき、柔軟な働き方ができる地域ほど若い女性の転出が

少ない、あるいは転入超過となっていることが分かる （図表２－29）。女性にとって魅力ある場所

となるために、地方においてはより一層柔軟な働き方を促進していくことが必要である。 

 

図表２－27：育児をしている正規雇用の女性における、育児休業や短時間勤務、 

          子の看護休暇等制度の利用率及びフレックス・時差出勤の利用率 

 

（備考）１．総務省「令和４年就業構造基本調査」により作成。 

２．育児をしている正規雇用の女性人口のうち、１年間のうちに一度でも、「育児休業や短時間勤務、子の看護休暇

等の制度を利用した人の割合」及び「フレックス・時差出勤の制度を利用した人の割合」。 

 

図表２－28：テレワーク実施率 

 
（備考）１．総務省「令和４年就業構造基本調査」により作成。 

２．有業者のうち、１年間のテレワークの実施状況として１日のうち少しでもテレワークを実施したことがある人の

割合。 
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図表２－29：女性の働きやすさと若い女性の人口移動の相関 

（１）育児休業等制度の利用率 （２）女性有業者のテレワーク実施率 

  

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」、総務省「令和４年就業構造基本調査」により作成。 

２．「15～29 歳女性総数に占める社会増減率」は、2021～2025 年の各都道府県における 15～29 歳女性について、転入

数を総数で除して算出。 

３．「育児休業等制度の利用率」は、育児をしている正規雇用の女性人口のうち、１年間のうちに一度でも、育児休業

や短時間勤務、子の看護休暇等の制度を利用した人の割合。 

４．「女性有業者のテレワーク実施率」は、女性の有業者のうち、１年間のテレワークの実施状況として１日のうち少

しでもテレワークを実施したことがある人の割合。 

５．括弧内の値は係数の t 値。 

 

そして、「家事・育児は女性がするもの」、「受付・事務職は女性、営業担当は男性が行う」、「女

性・男性ならではの視点が欲しい」等、固定的な性別役割分担についての無意識の思い込み（ア

ンコンシャス・バイアス）の解消も欠かせない。例えば、女性の就業率が全国３位、共働き比率

は全国５位である富山県11では、アンコンシャス・バイアスと思われるエピソードを広く募集して

県のホームページで分かりやすく紹介する取組や、アンコンシャス・バイアスに関するワーク 

ショップの開催などの啓発活動を実施することで、積極的に、無意識の思い込みへの気づきや自

覚を促している。 

女性が働きやすい職場環境は、女性だけでなく働く人すべてが働きやすい職場環境にほかなら

ない。柔軟な働き方の実践に加えて、こうした意識の改革を進めることも、地域において誰もが

安心して働ける環境を整備していく上で欠かせない重要な取組である。 

 

 

 
11 総務省「令和４年就業構造基本調査」によれば、女性の就業率は 77.0％ （15～64 歳女性人口における有業者の

割合）、共働き比率は 56.0％ （ 「夫婦のみの世帯」、「夫婦と親から成る世帯」、「夫婦と子供から成る世帯」、 「夫婦、

子供と親から成る世帯」の合計のうち、夫婦ともに有業の世帯の割合）。 
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